
業 務 の 名 称 Ｒ５甲府管内道路利用情報等広報業務

業 務 概 要

契 約 担 当 官 等 の 氏 名 並
び に そ の 所 属 す る 部 局
の 名 称 及 び 所 在 地

分任支出負担行為担当官　関東地方整備局
甲府河川国道事務所長　留守　洋平
山梨県甲府市緑が丘１丁目１０－１

契 約 年 月 日 令和５年４月１４日

契 約 業 者 名 株式会社アドブレーン社

契 約 業 者 の 住 所 山梨県甲府市北口２－６－１０

契 約 金 額 ５，４６７，０００円（税込み）

予 定 価 格 非公表

随意契約によることとした
理 由

　本業務を遂行するためには、高度な企画力を必要とすること
から、実施方針、業務フロー、工程計画などを含めた企画提案
を求め、企画競争より選定を行った。
　上記業者は、企画提案書をふまえ当該業務を実施するのに適
切と認められたため、会計法第２９条の３第４項、予算決算及
び会計令第１０２条の４第３号により、上記業者と契約を行う
ものである。

履 行 場 所 甲府河川国道事務所

履 行 期 間 （ 自 ） 令和５年４月１５日

履 行 期 間 （ 至 ） 令和６年３月３１日

備 考

随意契約結果及び契約の内容

　本業務は、山梨県内における道路管理の取り組みや利用者の
利便性に関わる情報を効果的に情報提供を行うため、ラジオに
よる広報を企画し合わせてラジオＣＭ作成・構成・編集を行
い、ラジオＣＭ放送を実施するものである。



業 務 の 名 称 Ｒ５甲府河川国道事務所新聞広報企画掲載業務

業 務 概 要

契 約 担 当 官 等 の 氏 名 並
び に そ の 所 属 す る 部 局
の 名 称 及 び 所 在 地

分任支出負担行為担当官　関東地方整備局
甲府河川国道事務所長　留守　洋平
山梨県甲府市緑が丘１丁目１０－１

契 約 年 月 日 令和５年４月１４日

契 約 業 者 名 株式会社アドブレーン社

契 約 業 者 の 住 所 山梨県甲府市北口２－６－１０

契 約 金 額 ５，０９３，０００円（税込み）

予 定 価 格 非公表

随意契約によることとした
理 由

　本業務を遂行するためには、高度な企画力を必要とすること
から、実施方針、業務フロー、工程計画などを含めた企画提案
を求め、企画競争より選定を行った。
　上記業者は、企画提案書をふまえ当該業務を実施するのに適
切と認められたため、会計法第２９条の３第４項、予算決算及
び会計令第１０２条の４第３号により、上記業者と契約を行う
ものである。

履 行 場 所 甲府河川国道事務所

履 行 期 間 （ 自 ） 令和５年４月１５日

履 行 期 間 （ 至 ） 令和６年３月３１日

備 考

随意契約結果及び契約の内容

　本業務は、山梨県内における河川及び道路管理の取り組みや
利用者の利便性に関わる情報を効果的に提供するため、新聞に
よる広報を企画し合わせて紙面作成・構成・編集を行い、新聞
掲載を実施するものである。



業 務 の 名 称 Ｒ５単価契約甲府河川国道不動産鑑定評価等業務（その１）

業 務 概 要

契 約 担 当 官 等 の 氏 名 並
び に そ の 所 属 す る 部 局
の 名 称 及 び 所 在 地

分任支出負担行為担当官　関東地方整備局
甲府河川国道事務所長　留守　洋平
山梨県甲府市緑が丘１丁目１０－１

契 約 年 月 日 令和５年４月１７日

契 約 業 者 名 神奈川鑑定　石井　孝憲

契 約 業 者 の 住 所
神奈川県横浜市戸塚区上矢部町２８４－８
ユードリーム横濱戸塚４１１号

契 約 金 額 １７７，１００円（基本単価）（税込み）

予 定 価 格 非公表

随意契約によることとした
理 由

　本業務の履行にあたっては、高度な企画力を必要とすること
から、鑑定評価業務に関する実施方針などを含めた企画提案を
求め、企画競争により選定を行った。
　上記業者は、企画提案書において総合的に優れた提案を行っ
た業者であり、当該業務を実施するのに適切と認められたた
め、会計法第２９条の３第４項、予算決算及び会計令第１０２
条の４第３号の規定により、上記業者と随意契約を行うもので
ある。

評 価 対 象 地 域

山梨県甲府市、韮崎市、甲州市、笛吹市、大月市、富士吉田
市、上野原市、西八代郡市川三郷町、南巨摩郡身延町及び同郡
南部町（主に住宅地域、宅地見込地域、農地地域、林地地域及
び地代）

履 行 期 間 （ 自 ） 令和５年４月１８日

履 行 期 間 （ 至 ） 令和６年３月３１日

備 考

随意契約結果及び契約の内容

　本業務は、甲府河川国道事務所が施行する事業等で用地取得
等を行うに当たり必要となる評価対象地域内の標準地等の鑑定
評価及び鑑定評価書（意見書等を含む）の作成並びにこれらに
付随する諸業務を行うものである。



業 務 の 名 称 Ｒ５単価契約甲府河川国道不動産鑑定評価等業務（その２）

業 務 概 要

契 約 担 当 官 等 の 氏 名 並
び に そ の 所 属 す る 部 局
の 名 称 及 び 所 在 地

分任支出負担行為担当官　関東地方整備局
甲府河川国道事務所長　留守　洋平
山梨県甲府市緑が丘１丁目１０－１

契 約 年 月 日 令和５年４月１７日

契 約 業 者 名 株式会社　中央カンテイ

契 約 業 者 の 住 所 山梨県甲府市国母１丁目６番２７号

契 約 金 額 １７７，１００円（基本単価）（税込み）

予 定 価 格 非公表

随意契約によることとした
理 由

　本業務の履行にあたっては、高度な企画力を必要とすること
から、鑑定評価業務に関する実施方針などを含めた企画提案を
求め、企画競争により選定を行った。
　上記業者は、企画提案書において総合的に優れた提案を行っ
た業者であり、当該業務を実施するのに適切と認められたた
め、会計法第２９条の３第４項、予算決算及び会計令第１０２
条の４第３号の規定により、上記業者と随意契約を行うもので
ある。

評 価 対 象 地 域

山梨県甲府市、韮崎市、甲州市、笛吹市、大月市、富士吉田
市、上野原市、西八代郡市川三郷町、南巨摩郡身延町及び同郡
南部町（主に住宅地域、宅地見込地域、農地地域、林地地域及
び地代）

履 行 期 間 （ 自 ） 令和５年４月１８日

履 行 期 間 （ 至 ） 令和６年３月３１日

備 考

随意契約結果及び契約の内容

　本業務は、甲府河川国道事務所が施行する事業等で用地取得
等を行うに当たり必要となる評価対象地域内の標準地等の鑑定
評価及び鑑定評価書（意見書等を含む）の作成並びにこれらに
付随する諸業務を行うものである。



業 務 の 名 称 関東大震災１００年リレーシンポジウム企画・運営支援業務

業 務 概 要

契 約 担 当 官 等 の 氏 名 並
び に そ の 所 属 す る 部 局
の 名 称 及 び 所 在 地

分任支出負担行為担当官　関東地方整備局
甲府河川国道事務所長　留守　洋平
山梨県甲府市緑が丘１丁目１０－１

契 約 年 月 日 令和５年５月２６日

契 約 業 者 名 株式会社　アドブレーン社

契 約 業 者 の 住 所 山梨県甲府市北口２－６－１０

契 約 金 額 ３，３９９，０００円（税込み）

予 定 価 格 非公表

随意契約によることとした
理 由

　本業務を遂行するためには、高度な企画力を必要とすること
から、実施方針、業務フロー、工程計画などを含めた企画提案
を求め、企画競争により選定を行った。
　上記業者は、企画提案書を踏まえ当該業務を実施するのに適
切と認められたため、会計法第２９条の３第４項、予算決算及
び会計令第１０２条の４第３号の規定により、上記業者と随意
契約を行うものである。

履 行 場 所 甲府河川国道事務所管内

履 行 期 間 （ 自 ） 令和５年５月２７日

履 行 期 間 （ 至 ） 令和５年９月３０日

備 考

随意契約結果及び契約の内容

本業務は、首都直下地震の切迫性が指摘されるなか、大正１２
年に発生した関東大震災から令和５年で１００年を迎えるにあ
たり、山梨県下において災害への意識を改めて啓発するととも
に、交通インフラの強靭化や、首都直下地震発災時における山
梨県からの広域支援のあり方等をふまえ、関係機関が連携し、
防災・減災に向けて主体的に取り組むことの必要性・重要性を
広く訴求するためのシンポジウムを開催することを目的とする
ものである。


